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通信教育制度研究の視点と視野

鈴木　克夫 （桜美林大学）

　戦後 目本 の 大学で は、通信教育は単な る教育方

法で は なく、通学課程に対置 される 「通信制 」 の

大学とい う
一

つ の 制度 として位置づ けられ た。大

学通信教育を 「制度」 として 考える 時、そ こ に は、

  法的根拠、  通学課程との 関係、  国の 関与、

  入 学資格、  入学者選抜、  修業年限 、   授業

方法など、い くっ か の 「視点」 を定め るこ とが で

きる。 そ して 、 それらの 「視点」 が 「争点」 とな

っ て 問題化 し、それに関わるすべ て の 人 々 が通信

教育に つ い て真剣に考え、怒 り、嘆き、そ して行

動 した稀有な時代があ っ た。

　本研究で は、昭和 40 年代の慶應義塾大学通信

教育課程に起きた紛争と改革を 「視野」 と して設

定 し、その 過程で、先に あげた 「視点」 が それぞ

れ どの ように取り扱われたの かを検証する こ とで、

今も解決 されずに残 されて い る 「制度」 として の

通信教育の 根本問題を明らかに したい 。

　大学紛争下 の 通信教育

　慶應義塾大学の 昭和 40 年代は、通学課程 の 学

費値上げ紛争とともに始まる。それは、日本 に お

ける大学紛争の 幕開けで もあ っ た。

　
一
方、大学通信教育が 制度化 され て約 20 年が

経過 し、テ キ ス トの 老朽化、慢1生的な レポ
ー

ト返

却の 遅れ、過酷なス ク
ー

リン グ、劣悪な学習環境

など、多くの 問題が指摘され る ように なっ て い た。
しか し、そ れ らは表面的なもの で、根底 に は、「教

育の 民 主化 」 や 「機会均等」 とい っ た 大学通信教

育の 理念 の 形骸化がある。経済の成長、その
一方

で受験競争 の 激化や能力主義が浸透 ナる中で 、20

年前と何
一

っ 変わ らない 大学通信教育は 、 理念そ

の もの が 差別の 対象にすらなっ て い たの で ある、

　そ ん な中で、出て は消え 、 少 したて ばまた顔を

出すの が学内の 通信教育廃止 論で ある。廃止の 理

由として あげられ るの は、通信教育の 効果に対す

る疑惑、正規の 教育および研究生活へ の障害、通

信教育の 社会的意義の 減少、大学財政へ の無寄与、
正規教育と両立する通教改革案などあ り得ない 、
とい っ た点で ある。

　そ して、中教審 38 年答申を受けて 文部省が 設

置した大学基準等研究協議会 か ら、通信教育の 修

業年限 5 年制案 を盛 り込んだ 「大学通信教育改善

要綱」 が昭和 40 年 3 月に提出された。こ れに対

して、六大学通信教育学生会が 「声明文」 を出す

とともに、署名やデモ などの 反対運動 が 行なわれ

た。通 信 の 学生に よ る初めて の 自発的運動 で ある。

　 こ れ が き っ か けとな り、慶應義塾大学で は通 教

自治会が結成 され た
。 主な要求として掲げ られた

の は、  全員ク ラ ス 加入制の 実施、  慶応通信株

式会社か ら学内 へ の 事務機構の包摂、  通教事務

局 （慶応通信株式会社も含む）の 経理 内容の 公表、

  科 目試験の 改善 、   ス ク
ー

リン グの開講科目の

拡大、  廃止 論に対す る改善の 具体策 の提示、 

学習指導体制の確立、  事務局 ス タ ッ フ の 増員、

  テキス トの 改定、  学生 自治会ルーム の 設置と

い っ た、きわめて 具体的で 切実な、また通信教育

が抱える 固有の 問題群で あっ た。

　そ して、学生の 自治活動に期待を寄せ る通信教

育部長 の 見解と、それ と異なる事務局の 見解が機

関紙 『慶応通信』の 同
一

紙面に掲載された こ とを

問題視した 「自治会通信」問題 （昭和 43 年 2 月）

を皮切りに 自治会と通信教育部の 関係が 悪化す る

と、補助耕 オ記事掲載拒否 問題 （43 年 6 月 ）、米

資闘争中の 夏期ス クー
リン グ始業式 ・塾長出席拒

否事件 （43年 7月）な どが 次 々 に発 生 した。
こ れ

以降、自治会 は全員自7絵 加入 と 自治会費の 代 理

徴収を当局 に要求す る ように な り、事務局封鎖事

件 （43 年 10 月）、大学当局 との 交渉決裂の 責任を

とっ て辞任 した 自治会長 の 卒業式ハ ン ス ト事件

（44 年 3 月）、 入学式ヘ ル メ ッ ト学生乱入事件 （44

年 5 月） へ とエ ス カ レ
ー

トし、 当の 自治会すらコ

ン トロ ール 不能に陥っ てい く。

　こ の 時期に 通信教育部長を務め た青沼吉松 と村

井実 の 改革の 方向は 、 ま っ た く対照的だっ た。

　青沼吉松の改革

　青沼吉松 （経済学部、在任期間は 昭和42 年 10

A 〜44 年 5 月）が取 り組ん だ主な改革 は、  事務

機 関で はな く教育機関と して の 通信教育部 の 組

織 ・機構改革、  学習指導体制の 強化、  全国を

主要都市を中心に 21 の 「大 ク ラス 」 に編成し、
そ の 中に文

・経 ・
法 の 「クラス 」 を置き、従来の

慶友会 （学生に よ る任意加入の 地方ご との 組織）

は 「小 ク ラ ス 」 と して存続させ る とい う形 で の 「全

員ク ラス 加入制 」 の 導入、  入 学後 2年以内に学

力考査 （入学試験に相当す る学力試験）に合格 し

なければ 学習の継続は認 め るが、卒業資格は与

え ない とい う厳しい 内容の 「学力考査実施要領改
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正 」 の 4 っ で あ る。

　そ うした青沼 の
一

連の改革の 基本に あ るの は、

通学課程 と通信教育課程 の 基本的共通性、すなわ

ち 「大学正 課 」で ある こ とに注 目し、「『大学正 課』

と して の 通信教育」 を徹底 させ よ うとする姿勢で

あ る 。 しか し、そ うした原理 ・原則主義は 通信教

育の 学生 の 多様 1生と必ず しも相容れるもの で は な

く、結局、全員クラス 制 の 実施は延期され、期限

内に学力考査に合格しない者の扱い も当分の間保

留せ ざるを得なくなっ た 。 そ して、任期満了 を待

たず、昭和 44 年 5A 末に青沼は退任した 。 しか

し、1 年 8 カ月 の 部長在任期間中、補助教材に執

筆 した論考 28 本、座談会 7 回とい う驚異的な数

字は、青沼が どれ ほ ど身を削 っ て 通信教育の 諸問

題に取 り組んだかを物語るとともに、それで もな

お解決するこ との 困難な問題を通信教育が抱えて

い るこ とを示すもの で もある。

　三 田 の暑い 長い 夏

　昭和 44 年夏の 闘争方針 と して 通教自治会が掲

げた の は、三 ス ロ
ーガ ン （  大学立法粉砕、  G ・

K ・P （大慶應計画）粉砕 、  NHK 通信大学 （NHK
へ の 身売 り説）粉砕） と二 要求 （自治会費代理 徴

収 と学生編集 に よ る補助教材）で あ り、自治会発

足時の ような通信教育に係る具体的な改善要求は

影をひ そめ て しま っ た 。

　そ して、7月 21 日の夏期ス ク
ー

リン グ開講式 で

の 中鉢正美通信教育部長 （経済学部、在任期間は

昭和 44 年 6月
〜8月）の大衆団交、翌 22 日の ク

ラス 代表者総会 で の 闘争委員会 の 承認に始ま り、

8 月に入 っ てからは前期末試験の 中止や校舎の 占

拠封鎖、ス クー
リン グの中止決定とその直後の

一

般学生 とヘ ル メ ッ ト学生 との衝突と乱闘、中鉢部

長の負傷 ・入院、そ して 8 月 30 日の 中鉢部長お

よび学務委員 の 辞任 と続き、「三 田の暑い長い夏」

は終わっ た。

　そ の後、通教自治会は求心力を失 い 、不正経理

問題なども発覚し、崩壊 へ の 道を歩む こ とになる。

そ して、わずか 3 か月で舌…袵 した中鉢の 後を受け

て 部長 に就任 した の が村井実で ある 。

村井実の 改革

　村井実 （文学部、在任期間 は 昭 和 44年 10月〜

46 年 9 月）の 改革は、「村井構想」 と呼ばれる。

　青沼が 、 通学課程 と通信教育課程 と の 違い は 認

めつ っ もそ の 基本的共通卜生、すなわち 「大学正課」

で あるこ とに注目したの に対し、村井は、両者の

違い に注目した とい っ て い い
。

　そ して 、   テキス トの 改訂、  レ ポー
ト返却の

迅速化、  地方で の 学習指導の強化、を当面の 目

標に掲げた。さらに、青沼が厳格化した 「学力考

査」 そ の もの を
一

転 して 廃止 したの で あ る 。

　試験の ために勉強が あるの で はない 。「勉強の た

め の 勉強」 の 姿勢を持 っ た人 々 に、今さ ら 「試験

の ため の 勉強」 をさせ る の は馬鹿 げて い る。通学

課程に入学する境遇 にない 人 々 に、通学課程 の 入

試に代 わ る試験は 必 要ない。大学の 勉強 は専門的

なもの で あっ て、特殊な受験勉強に依存する記憶

を要求する の は奇妙で ある 。
「入学後 の 早い 時期」

で の 合格を求めるの は 、 通信教育の 特質を忘れた

措置 で ある、とい うの が その 論拠で ある。ただ、

忘れ て は ならない の は、学力考査を厳 しくし よ う

とする方向に対して も 、 その 逆に、緩 やかにしよ

うとする方向に対 して も、どちらも同 じくらい 賛

成意見 と反対意見が学生 か ら寄せ られた こ とで あ

る。まさにそ こに こそ、大学通信教育がはたして

「正規の 大学」なの か、それとも 「開かれた大学」

なの かとい う葛藤と煩悶とが 見て取れ る。

　そん な時に、降っ て 湧い た よ うに 出てきたの が、

放送大学問題だっ た。以後、村井は国に よる 「開

かれ た教育」 の 計画 と、もっ ぱ ら私 立 大学に任 さ

れ て きた大学通信教育の 厳 しい 現実との 問にある

余り に も大きなギ ャ ッ プの 解消 に挑む こ とに な る。

　通信教育制度研究における昭和 40 年代

　昭和 40 年代 の 通信教育の 紛 争と改革の 争点は、

  仕事と学業の 両立には修業年限の延長が必 要か、

  通信教育部は教育組織が 事務組織か 、  学生集

団に よる学習 ・課外活動は強制すべ きか奨励に止

めるべ きか、  「開 かれ た大学」 に高校 レベ ル の

学力 に基づ く選抜が必要か 、   「開かれた大学」

に国はどう関与すべ きか、とい っ た問題だっ た。

しか し、そ の 根底にあるの は、大学通信教育は 「正

規の大学」 か 「開か れた教育」 かとい う葛藤で あ

り、「正規の 大学」で あると同時に 「開かれた教育」

で あるこ とを求め られ る苦悩であり、また、し ょ

せ ん は 「正規の大学」 が行な う 「開かれた教育」

で しかない とい う限界で ある。

　その 後 の 大学通信教育は、昭和 か ら平成に替わ

り、カ リキ ュ ラムやス クーリン グの 実施方法の 弾

力化、通信技術の 発達による学習方法 の 多様化、

学習者 の 高学歴化 と卒業率 の 上昇、通信制大学院

の 制度化 とその 拡大などに よ っ て、根本問題が 目

立 た な くなっ た か に 見 える 。 しか し、慶應義塾大

学 レ ポ
ー

ト返却遅延訴訟 （平成 11 年）やサイ バ

ー
大学本人確認問題 （平成 20 年）な どの 「事件」

は、根本問題 の 存在と、そ れが今で も未解決で あ

るこ とを思い 起こ させ る 。

　大学通信教育は 、
「正規の 大学」か、それ と も 「開

かれた教育」 か。
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